バリアフリー改修住宅に対する固定資産税減額申告書
令和　　年　　月　　日
白老町長　様
住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　
地方税法附則第１５条の９第４項および、白老町税条例附則第１０条の３の適用を受けるため、下記のとおり申告します。

	納税義務者の住所
	
	個人・法人番号

	氏名又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	家屋の所在
	白老町

	家屋番号
	□(　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　　□未登記

	種　類
	 □住宅 　□併用住宅 　□共同住宅 　□その他住宅(　　 　　)

	床面積
	㎡
	住居の用に供する床面積
	㎡

	建築年月日
	□昭和 □平成 □令和
　 年　 　月　 　日


	登記年月日
	□昭和 □平成 □令和
　　年　　　月　　　日

※未登記の場合は記入不要

	居住者の住所
	白老町

	居住者の氏名
	白老町

	居住者要件の別
	□６５歳以上の方□要介護認定又は要支援認定を受けた方□障害の方

	改修工事内容
	□廊下の拡幅　□階段の勾配緩和　□浴室の改良　□トイレの改良
□手すりの設置　□床の段差解消　□引き戸への取替え
□床の滑り止め化

	改修工事完了年月日
	令和　　　　年　　　　月　　　　日

	改修費用
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金等の有無
	□有(　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　　　□無
※有の場合は補助金の名称及び額を記入

	改修工事完了日から
３カ月以内に申告書を提出できなかった理由
	※改修工事完了日から３カ月以内の申告の場合は記入不要

	備　考
	


［添付書類］○改修工事に要した費用を証する書類
○改修工事の図面及び改修工事完了後の写真
○要介護・要支援認定書または、障害者手帳の写し
○居住者の住民票（町外の方のみ）
バリアフリー改修住宅に対する固定資産税の減額制度について
　新築された日から１０年以上経過した住宅のうち、バリアフリー改修された下記の要件を満たす住宅を対象に税額を減額します。

　１　減額を受けるための要件

　（１）新築された日から１０年以上を経過し、令和6年3月31日までにバリアフリー改修をされた住宅であること（賃貸住宅には適用されません。）
　（２）床面積要件(改修後の住宅の床面積が５０㎡以上)

（３）バリアフリー改修に要した費用の額が一戸当たり５０万円以上(国又は地方公共団体からの補助金等をもって充てる部分を除く。)とする。
（４）改修の内容として次のいずれかを行っていること
廊下の拡張、階段の勾配の緩和、浴室・トイレの改良、手すりの設置
　　　　屋内の段差の解消、ドアの引き戸への取り替え、床材の滑り止め化
　（５）バリアフリー改修を行った住宅に65歳以上の者、または要介護認定もしくは要支援認定を受けている者、あるいは障害者が居住していること
　（６）新築住宅に対する減額や耐震改修住宅に対する減額等、他の減額と期間が重複しないこと　ただし省エネ住宅工事の減額は併用して適用できる。）
※ この減額は1回限りです。

２　減額される範囲

居住部分の一戸あたり100㎡までの部分

（改修の面積規模にかかわらず、その住宅全体を対象）
　
　３　減額される税額

　　 　　居住部分の100㎡までの部分について税額の1/3が減額されます。

  ４　減額される期間

バリアフリー改修を行った翌年の年度から1年間

　５　提出するもの

（１）バリアフリー改修住宅に係る減額申告書

（２）納税義務者の住民票の写し（町内所有者は不要）

（３）改修工事に係る明細書（当該改修工事の内容及び費用の確認ができるもの）

（４）改修工事箇所の図面・写真

（５）領収書（改修工事費用を支払ったことを確認することができるもの）

（６）住宅改修補助金交付及び介護保険給付金の決定（確定）通知書等の写し

（７）上記居住要件の１（５）の区分に応じた書類

65歳以上の高齢者の方は住民票の写し（町内所有者は不要）

要介護又は要支援認定者の方は介護保険の被保険者証の写し

障害者の方は身体障害者手帳、療育手帳の写し

  ６　提出期限　改修後3ヶ月以内
　７　その他

　　　　ご不明な点がありましたら、下記あてにお問い合わせをお願いいたします。

【お問い合わせ先】

　　　　　　　　　　　　　　　　　〒059-0995 白老郡白老町大町1丁目1番1号

　　　　　　　　　　　　　　　　　白老町役場 総務課 資産税グループ

　　　　　　　　　　　　　 　　　　TEL（0144）82-2659

FAX（0144）82-5574



受付印





申告者








